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平成２３年度の決算をお知らせします。

平成２３年度　一般会計

（平成２４年３月３１日現在）

市税 皆さんが納めた税金

市債 国や金融機関から借入れたお金

繰越金 前年度から繰り越されたお金

諸収入・繰入金 基金（貯金）を取り崩したお金など

使用料・手数料

財産収入など 市有地を売却して得たお金など

民 生 費 高齢者、障害者、児童などの福祉の費用

土 木 費 道路、河川、公園などの費用

衛 生 費 ごみ処理、保健衛生などの費用

消防費・
商工費など

  

国や金融機関などから借入れたお金の返済
費用 40,972円

防災対策、情報化推進、戸籍・住民票など
の費用総 務 費

公 債 費

27,843円

小・中学校、幼稚園、生涯学習や文化・ス
ポーツ振興の費用

地方譲与税など

115,743円

26,466円

312,616円

 円

36,527

37,695

円

 27,370円

市民１人あたりの

市の事業に対し、県から交付されたお金

国庫支出金 市の事業に対し、国から交付されたお金

県支出金　　　　

321,497円

 39,707円地方財政を補うために国から交付された
お金

歳出

14,359円

126,063円

 50,069円

 19,023円

 24,032円

 38,789円

　 9,455円

地方交付税

施設の使用料や証明書発行の手数料など

筑紫野市の決算報告
人口：１０１,０７１人

教 育 費

消防、商工業・農林水産業の振興、市議会
などの費用

歳入

国の自動車重量税などから分配された
お金など

（目的別）

歳入と歳出

321,497円
市税
39.2％

民生費
37.0％

総務費
11.7％

諸収入・使用料
及び手数料など
12.0％

市債
7.5％

繰越金
2.9％

県支出金
5.9％

国庫支出金
15.6％

地方交付税
12.4％

消防費など
8.9％

衛生費
8.7％

教育費
12.1％

土木費
8.5％

公債費
13.1％

地方譲与税など
4.5％

歳入

312,616円
歳出（目的別）

 

 
 

 

 
 

 

市民１人あたりの基金残高（貯金） 68,468 円 (　前年度比　　８,９８８円減　）

基 金 名
財 政 調 整
公 共 施 設 等 整 備
庁 舎 建 設
そ の 他
一 般 会 計 （ 計 ）

２２年度末残高
25億9,395万1千円
16億5,101万8千円
19億2,812万1千円
16億1,128万7千円
77億8,437万7千円

一　　　般 ２９６億１,７４８万８千円

市民１人あたりの市債残高（借金） 293,036円 (　前年度比　　１３,１１１円減　）

会　計　名
３０７億６,８０５万５千円

２２年度末残高

２３年度末残高
27億3,871万8千円
10億6,113万8千円
20億2,864万円

10億9,165万7千円
69億2,015万3千円

２３年度末残高

ちく　　　し　　　　の　　　　し　　　　　　　けっ　 　さん　 　ほう　　　こく
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問い合わせ先で電話番号を掲載していない課・担当などは、市役所本庁 ☎（923）1111にお願いします

　

  

  

  

  

  

  

 

  

実質単年度収支は２３年度も黒字に
平成23年度筑紫野市一般会計においては、平成24年度に繰り越す財源
４億７,４４８万６千円を除くと、４億２,３１５万６千円の黒字でした。（財源・性質別）

平成23年度の主な事業

決算収支

● ●
● ●
● 介護給付等事業
● ●
● ●
● ●
● ●
● ●
● ●
● ●
● ●

●
● ●

ふるさとハローワーク事業 １,１８２万２千円

スポーツ施設指定管理業務委託事業 ５,６２１万６千円

１５億３,３４２万５千円（二日市小・二日市東小・二日市中）

筑紫地区まちづくり整備事業 １億５３６万５千円

西鉄筑紫駅バリアフリー整備促進事業 ４,０００万円

阿志岐山城跡指定関連事業 １,９４４万７千円
小・中学校耐震化事業 筑紫野太宰府消防組合負担金 ８億９１万２千円

８,３６５万４千円ＪＲ二日市駅地区整備事業
７,６９７万円上原田公園整備事業

１,９９５万９千円
２,３２４万円荒廃森林再生事業

３億８７０万１千円予防接種事業

３,４３２万３千円
２１億２,７１９万３千円

８,１５５万６千円災害復旧費

市道「上原田線」道路新設改良事業

７億４,５８２万５千円

私立保育所運営委託事業 １１億６,８９４万４千円

地域活性化商品券事業補助金

５億６,０６９万４千円

１億２,５３２万円

防災ハザードマップ作成事業 １,５９８万１千円インターネット議会中継事業 ８６５万５千円

緊急経済対策事業住宅改修工事補助金

障害者自立支援法に基づく

筑紫駅西口土地区画整理事業 ５億７,２３８万４千円

生活保護事業

１,０００万円

２０億６,２０１万９千円
ごみ収集委託料

上古賀グラウンド整備事業
子ども手当支給事業

自主財源（市が自主的に調達できるお金） 歳入全体の

●市税 １２７億４,１３５万７千円
●繰入金・繰越金など ２３億９５８万８千円
●使用料及び手数料 ５億２,８３３万円
●諸収入など ２０億３,８０６万３千円

依存財源（国・県からの交付金や借入したお金） 歳入全体の

●地方交付税 ４０億１,３２４万３千円
●国県支出金 ６９億８,３２３万５千円
●地方譲与税など １４億５,１２４万５千円
●市債 ２４億２,８９６万７千円

義務的経費（毎年必ず支出が必要となる固定的な経費） 歳出全体の

●人件費 （職員給料や議員報酬などの費用） ４０億７,４３０万１千円

●扶助費 （生活保護費や高齢者・障害者への給付費、子ども手当などの費用） ７５億６,７６７万９千円
●公債費 （国や金融機関などから借入れたお金の返済費用） ４１億４,１１２万２千円

投資的経費（将来に残るものに支出する経費） 歳出全体の

●普通建設事業費など （道路や学校などの建設費、災害復旧費などの費用） ３５億８,２６２万２千円

その他の経費 歳出全体の

●物件費 （物品購入、賃借料、賃金などの費用） ３７億６,６６８万９千円
●補助費等 （各種団体への補助金や負担金などの費用） ３６億３８５万８千円
●その他 （維持補修費や積立金、出資金、貸付金、他会計繰出金などの費用） ４８億６,０１１万５千円

１５７億８,３１０万２千円

３５億８,２６２万２千円

１７６億１,７３３万８千円

１４８億７,６６９万円

一般会計の歳入は、３２４億９,４０２万８千円で、前年度に比べ６．１％増となりました。

一般会計の歳出は、３１５億９,６３８万６千円で、前年度に比べ６．５％増となりました。

１２２億３,０６６万２千円

５４.２ ％

４５.８ ％

１１.３ ％

３８.７ ％

５０.０ ％

　 　　 　

　 　　 　

　　　 　　　　 　　　　 　　　　　　　 　 　 　 　 　　　

平成23年度 決算
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（消費税等込）

※四捨五入の関係で端数が合わない場合があります。

特別会計・公営企業会計の決算収支

特別会計
国民健康保険などの事業は、保険料など特定の収入によって行うため、一般会計とは別に会計を設けています。

会  計  名 歳   入 歳   出
９０億４,９７１万８千円

２,０９５万７千円
国 民 健 康 保 険 事 業
住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業

４５８万７千円奨 学 資 金 貸 与 事 業
４９億４,７４８万７千円介 護 保 険 事 業
１７億２,３６５万５千円後 期 高 齢 者 医 療 事 業

６,０３８万７千円
農 業 集 落 排 水 事 業 ２億４,１９０万７千円
土 地 取 得 事 業 ６億３,０４９万７千円
二 日 市 財 産 区 ２４８万５千円
御 笠 財 産 区 ７５７万７千円

公営企業会計

地方公営企業法の適用を受け、公営企業会計による独立採算制をとっています。

会   計  名 収   入 支   出

平 等 寺 山 財 産 区 ２,１７２万円
計 １６７億１,０９７万７千円

水 道 事 業 収益的収支
資本的収支

計

一般会計から特別・公営企業会計への繰出金の状況

下 水 道 事 業
収益的収支
資本的収支

平成２３年度決算額会 計 名
土 地 取 得 事 業
国 民 健 康 保 険 事 業
介 護 保 険 事 業

土 木 費

民 生 費
農 林 水 産 業 費

款
総 務 費

下 水 道 事 業

民 生 費
民 生 費

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
農 業 集 落 排 水 事 業

基金の状況
基  金  名 前年度増減額

公債償還積立金（住宅新築資金等貸付）

保険給付費支払準備（介護保険）

そ の 他
奨 学

市債の状況
 会  計  名 ２３年度末残高 前年度増減額

特別会計（計）

水 道 事 業
特 別

計
下 水 道 事 業

２２年度末残高

 
 
 

　 　　

 

２２年度末残高 ２３年度末残高

 

筑紫地区介護認定審査会事 業

８９億１２５万９千円
１,６４７万５千円
３７６万１千円

４８億９,５７６万３千円
１６億９,２４９万９千円

６,０３８万７千円
２億４,１９０万７千円
６億３,０４９万７千円

２０７万７千円
６５６万円

２,１７２万円
１６４億７,２９０万５千円

１６億６,６７２万２千円
７億３,８７３万５千円

１８億３,４８４万５千円
１２億５,２４１万３千円
５４億９,２７１万５千円

１８億４,１３６万９千円
２億４,２８５万１千円
１８億９,２０６万９千円
７億８,０６０万３千円

４７億５,６８９万２千円

６億３,０４９万７千円
８億６,８３１万７千円
７億３,０９５万６千円
８億９,９０７万９千円
１億９,８３９万１千円
７億１９８万８千円

４０億２,９２２万８千円計

１億７,３４０万２千円
１億５,５７４万２千円
１,６５３万５千円
２,６０８万２千円

３億７,１７６万１千円

　１億７,３４８万９千円
１億６,１７８万９千円
１,６５３万５千円
１,２０８万７千円
３億６,３９０万円

　８万７千円
６０４万７千円

０円
△１,３９９万５千円
７８６万１千円

４０億５,６５６万４千円
６１億３８４万４千円

１４１億８,７４０万４千円
２４３億４,７８１万２千円

３３億４,４３０万円
６０億３,３０６万円

１３５億９,８２６万７千円
２２９億７,５６２万７千円

△７億１,２２６万４千円
△７,０７８万４千円

△５億８,９１３万７千円
△１３億７,２１８万５千円

 

　

　

　

　

平成23年度 決算 
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財政力指数

・ 平成23年度の全国平均については、集計中のため空欄となっています。
・ 全国平均は６８６市の平均で、総務省発行の「地方財政白書」から抜粋。
・ 県内平均は政令市を除く26市の平均で、福岡県の報道発表資料から抜粋。

●

●

●

●

●

（農業集落排水事業）

・ 実質赤字比率、連結実質赤字比率および資金不足比率は、赤字額または不足額ともに生じないため「 ％」表記となっています。

経営健全化基準

（水道事業）

（下水道事業） 20.0%

3.実質公債費比率 25.0% 35.0%

4.将来負担比率 350.0%

1.実質赤字比率 20.00%

2.連結実質赤字比率

財政状態 健全財政 財政悪化

早期健全化基準 財政再生基準

【健全段階】 【早期健全化段階】 【財政再生段階】

健全化判断比率・資金不足比率

90.0% 89.7%
県内平均

23 0.75 0.54
年度 本市 全国平均 県内平均 本市 全国平均

指標から見る筑紫野市の状況は
財政力指数・経常収支比率

区分 財政力指数 経常収支比率

◎決算の詳しい内容は、市役所情報公開室、市民図書館、市ホームページで確認することができます。
【問い合わせ先】財政課　財政担当　　（923）1111

  

21 0.76 0.67 0.58 90.9% 91.0% 93.7%

89.1% 89.0%22 0.76 0.560.64 88.0%

　 　

 地方公共団体の財政力を示す指標で、この数値が大きいほど財源に余裕があると見ることができ、「１」以上の団体は、きわ
めて財源に余裕のある団体とされています。平成２３年度は、0.75で、前年度よりやや低下しました。

　健全化判断比率は、『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』による指標で、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債
費比率、将来負担比率からなり、いずれかが早期健全化基準以上の場合には、「財政健全化計画」を定めなければならず、また、
将来負担比率を除く、いずれかの指標が財政再生基準以上の場合には、「財政再生計画」を定めなければなりません。
　資金不足比率は、公営企業における資金不足額の事業規模に対する割合であり、経営健全化基準以上の場合には、「経営健全化
計画」を定めることになります。
　２３年度決算に基づく本市の比率は、上表のとおりいずれも早期健全化基準等を下回り、財政状況は前年度に引き続き健全段階
であるという結果となっています。

　財政構造の弾力性を測定する指標で、人件費、扶助費、公債費などの経常的な経費に充てる一般財源と、地方税、普通交付
税、地方譲与税などの経常一般財源との比率をいい、70％～80％であれば健全財政とされています。平成２３年度は、
90.0％で、前年度の89.1％を上回ったことから、今後さらに経常経費の抑制を行う必要があります。

12.58%

17.58% 30.00%

健全化判断比率

資金不足比率

経常収支比率

健全化判断比率・資金不足比率

‒％

‒％

‒％

13.0％

39.5％

 平成23年度 決算


